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平成２３年度 庄原市当初予算の概要 
 

第１ 地方財政計画 
平成２３年度の地方財政の歳入歳出規模（地方財政計画ベース）は８２兆５,２００億円程度

（前年度比３,９００億円程度、０.５％程度の増）、歳出のうち公債費（公営企業繰出金中企業

債償還費普通会計負担分を含む。）及び不交付団体水準超経費を除く地方一般歳出の規模は６６

兆８,４００億円程度（前年度比５,１００億円程度、０.８％程度の増）となる見込みである。 

また、平成２３年度の地方財政計画においては、一般財源（地方税、地方譲与税、地方特例交

付金、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額をいう。）の総額は５９兆４,９９０億円（前年

度比８８７億円、０.１％の増）となる見込みであり、一般財源から不交付団体水準超経費に相

当する額を控除した額は５８兆７,７９０億円程度（前年度比１８７億円程度、０.０％程度の増）

となる見込みである。 

なお、地方債依存度は１３.９％程度（平成２２年度１６.４％）となる見込みであり、交付税

特別会計借入金残高を含む地方財政の平成２３年度末借入金残高は２００兆３,９００億円程度

（平成２２年度末２００兆５,３００億円程度、前年度比１,４００億円程度の減）となる見込で

ある。 

 

歳 入 
 

１.地方税 

地方税収入見込額については、税制改正後において前年度当初見込額に対し、８,９４１億

円、２.８％の増の３３兆４,０３７億円（市町村税にあっては１.６％の増）が見込まれてい

る。主要税目では、市町村民税のうち所得割１.５％の増、法人税割１５.３％の増、固定資産

税（交付金を除く。）０.８％の増が見込まれている。 

  また、法人については、課税ベースの拡大等により財源確保を図りつつ、国税と地方税を合

わせた法人実効税率を５％引き下げ、現在３０％である法人税率が２５．５％に引き下げられ

る。今回の法人実効税率の引き下げは、企業の国際競争力の観点等から行なわれるものである

ため、全体として地方の税収に極力影響を与えないとしており、法人住民税については税率の

引き下げは行われない。一方で、課税ベースの拡大により都道府県の法人事業税は増収となる

など、都道府県と市町村とで増減収が見込まれることからこれを調整するため、平成２４年度

から道府県たばこ税の一部を市町村たばこ税に移譲することとされている。 

 

２.地方譲与税 

地方譲与税の収入見込額は、２兆１,７４９億円（前年度比２,５７８億円、１３.４％増）

であり、その内訳は、地方揮発油譲与税２,７７８億円（同１億円、０.０％増）、石油ガス譲

与税１１９億円（同４億円、３.３％減）、航空機燃料譲与税１３１億円（同１２億円、８.４％

減）、自動車重量譲与税２,９６８億円（同１２２億円、３.９％減）、特別とん譲与税１１２

億円（同１０億円、９.８％増）及び地方法人特別譲与税１兆５,６４１億円（同２,７０５億

円、２０.９％増）となっている。 



 2 

３.地方交付税 

地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及び酒税の３２％相当額、法人税の

３４％相当額、消費税の２９.５％相当額並びにたばこ税の２５％相当額の合計額１０兆５,１

０３億円（平成１９年度に係る精算額のうち平成２３年度精算額９９９億円を減額した後の

額）に国の一般会計における加算額５兆８,８６６億円（地方の財源不足の状況等を踏まえた

別枠加算（１兆５００億円）及び歳出特別枠の上乗せ分見合いの別枠加算（２,１５０億円）、

既往法定分等（８,０６２億円）並びに臨時財政対策特例加算分（３兆８,１５４億円）の合計

額）を加えた１６兆３,９６９億円であり、前年度当初に比し６,９７７億円、４.１％の減と

なっている。 

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに交付税特別会計における剰余金等５,

０００億円及び前年度からの繰越金１兆１２６億円を加算し、交付税特別会計借入金に係る償

還額１,０００億円及び利子支払額４,３６１億円を減額した１７兆３,７３４億円であり、前

年度に比し４,７９９億円、２.８％の増となっている。 

 

４.地方債 

平成２３年度の地方債計画は、極めて厳しい地方財政の状況の下で、地域に必要なサービス

を確実に提供できるよう地方財源の不足に対処するための措置（「地方財政法」第５条の特例

として臨時財政対策債を６兆１,５９３億円計上（前年度比１兆５,４７６億円、２０.１％減）

している。）を講じるとともに、地方公共団体が、必要性の高い分野への重点的な投資を行え

るよう、公的資金の重点化と市場における地方債資金の調達を引き続き推進しつつ、所要の地

方債資金の確保を図ることとして策定している。 

その総額は、１３兆７,３４０億円となり、前年度に比し２兆１,６３６億円、１３.６％の

減となっている。 

このうち、普通会計分は１１兆４,７７２億円で、前年度に比べて２兆１６７億円、

１４.９％の減となっており、公営企業会計等分は２兆２,５６８億円で、前年度に比べ１,４

６９億円、６.１％の減となっている。 
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歳 出 
 

１.一般行政経費 

一般行政経費（単独）については、社会保障関係費の自然増を増額計上する一方、財政運営

戦略を踏まえ国の歳出の取り組みと基調を合わせて取り組む観点から、社会保障関係費を除く

その他の経費の見直しを行い、１３兆８,６０１億円（前年度比３１６億円、０.２％増）を計

上することとしていること。 

国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、国民健康保険の保険基盤安定制

度（保険料軽減分）３,８１８億円、都道府県調整交付金５,２１２億円、国保財政安定化支援

事業１,０００億円及び後期高齢者医療制度の保険基盤安定制度（保険料軽減分）２,１１４億

円を合算した１兆２,１４４億円（前年度比４１１億円、３.５％増）が計上されることになっ

ている。 

 

２.投資的経費 

 投資的経費については、国の公共事業関係費は前年度比１３.８％減（一括交付金化の影響

除きで５.１％減）とされたところであるが、地方財政計画においては、投資的経費のうち直

轄事業負担金については、前年度に比し約９.３％減の６,４００億円程度、補助事業費につい

ては、前年度に比し約２２.５％増の５兆３,１００億円程度（補助事業費については、平成２

２年度まで単独事業に計上していた社会資本整備総合交付金を活用した道路事業を、補助事業

へ移し替えたことにより増加しているが、その影響を除いた場合、前年度に比し約４.６％の

減）となる見込みである。また、直轄事業負担金及び補助事業費の合計は、前年度に比し約１

８.０％の増（移替えの影響を除いた場合、前年度に比し約５.１％の減）となる見込みである。 

 地方単独事業費については、前年度に比し２２.０％減の５兆３,５５８億円を計上すること

としているが、移替えの影響を除いた場合には、前年度比５.０％減となっている。 

 

３.公債費 

公債費については、臨時財政対策債の元利償還金が引き続き増加するものの、その他の地方

債の元利償還金の減少を踏まえ、全体として、地方財政計画上前年度に比し１.２％程度の減

が見込まれている。 

 

４.公営企業繰出金 

公営企業会計繰出金については、「地方公営企業法」等に定める一般会計との間における経

費負担区分等の経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企業の経営基盤の強化、住民

生活に密接に関連した社会資本の整備の推進、公立病院における医療の提供体制の整備をはじ

めとする社会経済情勢の変化に対応した新たな事業の展開等を図るための所要額が計上され

ることになっている。 
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第２ 本 市 の 財 政 環 境           
 本市の財政状況は、財政健全化へ向けた取組みとして「公債費負担適正化計画」及び「持続可

能な財政運営プラン」等の着実な実行により好転の兆しがみられるものの、高齢化の進展による

社会保障費の増大により予断を許さない状況である。 

 平成２１年度普通会計決算では、財政構造の弾力性を示す経常収支比率が９５.２％で、ほぼ

前年度と同率であり、実質単年度収支も平成１９年度から３年連続での黒字を計上した。また、

財政健全化判断比率となる実質公債費比率は２２.８％と依然として高い水準にあるが、公債費

負担適正化計画の着実な執行により、対前年度比０.７ポイントの改善が図られた。さらに、普

通会計における市債の残高は、前年度末と比較し約２５億円減少するなど、一定の成果を上げて

いる。 

 しかし、長引く景気低迷により、自主財源の根幹をなす平成２３年度の税収は、法人市民税に

ついては好転の兆しが見られるものの、個人市民税では大きく落ち込むことが予想され、底入れ

が見えない厳しい状況にある。 

 さらに、依然として公債費負担が重くのしかかる中、扶助費の増加や少子高齢化社会や環境問

題への対応、地域経済の活性化など時代の要請に的確に対応するための財政需要が増加を続け、

その厳しさは今後とも続くものと思われる。 

 こうした状況にあって、今後、自主性と安定性を確保し地域主権改革に沿った行政を推進する

とともに、その財政運営については、合併後、公債費負担適正化計画に基づく市債残高の減少な

ど一定の成果を挙げており、将来にわたってその健全性を維持するための新たな段階に移ったと

いえる。 

 現下のような経済変動や社会構造の変化に即応し、新たな行政需要にも対応できる強固で弾力

的な財政基盤を確立することが重要である。次代の住民に健全な財政基盤を継承した行財政改革

の歩みをさらに、進めていかなければならない。 

 平成２３年度においては、自主財源の根幹をなす税収の大幅な増加は期待できない中、限られ

た財源の重点的かつ効率的な配分に努めたところである。 

 「入るを量りて出ずるを制す」とした財政規律は堅持しつつも、市民の生活を守るため「やる

べき事業」は積極的に取り組み、少 子化 対 策 や障 害 者 支援 、地 域 医療 の確保、中小企業

の経営支援など「安心社会の実現」に資する事業、テレビ難視聴解消事業など、時代の要請に的

確に対応するとともに、本市の将来像である『誰もが「しあわせ」を実感し、人も地域も輝くま

ちの創造』の実現に向けた、農業自立振興や観光振興、定住促進など「重点戦略プロジェクト」

の推進、更には、庄原中学校の改築事業、庄原保育所や高野保育所の移転事業、県の未来創造支

援事業補助金を活用した高野観光交流ターミナル（道の駅）の整備など「庄原市長期総合計画・

後期実施計画」に基づく各種事業を計画的に実行することに重点を置いた予算とするとともに、

昨年７月１６日のゲリラ豪雨災害の一日も早い復旧を目指し、予算編成したところである。 
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当初予算規模の推移

0

100

200

300

400

500

600

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

一般会計 特別会計 水道事業会計 病院事業会計 比和財産区特別会計

第３ 本 市 の 予 算 規 模           
 平成２３年度の一般会計の予算規模は、３２５億１,４２７万円で、前年度比７億９,６６３万

円、２.５％の増で、合併初年度の地域振興基金積立て３５億円の特殊要因を除くと合併後最大

となった平成２２年度を更新する予算規模となった。 

 特別会計においては、平成２０年度より老人保健制度から後期高齢者医療制度に改められたこ

とに伴い、老人保健特別会計が平成２２年度末をもって廃止することとなったが、他の１３会計 

の総額で１３３億６,６１５万円となり、前年度比で４億８,４６９万円、３.８％の増額となっ

た。 

 また、水道事業会計と病院事業会計を加えた公営企業会計は、２５億３,１８３万円で、前年

度比２億５６０万円、７.５％の減額である。 

この結果、一般会計、特別会計及び公営企業会計に比和財産区特別会計の１,０７９万円を合

わせた市全体の予算規模は、４８４億２,３０３万円で、前年度比で１０億８,３０９万円、２.

３％の増額で、合併後初めて増額へと転じた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位：億円】 

 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 

一般会計 326.3 302.4 285.3 314.6 309.5 317.2 325.1 

特別会計 200.8 199.8 196.5 140.0 130.8 128.8 133.7 

水道事業会計 13.1 15.8 14.7 21.0 17.4 12.0 11.7 

病院事業会計 17.8 17.4 17.3 15.3 15.9 15.4 13.6 

比和財産区 0.02 0.04 0.02 0.02 0.03 0.03 0.11 

合 計 558.1 535.3 513.9 490.9 473.6 473.4 484.2 

【単位：億円】 
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第４ 一 般 会 計 の 概 要           
 

【歳 入】 
 

市税 ３８億１,８０２万円【対前年度比1,477万円、０.４％増】 

自主財源の根幹となる市税収入は、法人市民税で好転の兆しが見られるものの、個人市民税で

は所得の伸びが鈍化の傾向にあり、市民税全体ではやや減収と予想されるが、一方で固定資産税

や市たばこ税の増加が見込まれるため、前年度比１,４７７万円、０.４％増の３８億１,８０２

万円である。個人、法人を合わせた市民税が、前年度比０.２％減の１５億８７万円、固定資産

税が、０.４％増の１９億５,１８８万円となっている。市たばこ税については、平成２２年１０

月１日から県市合わせて１本当たり１.７５円の税率引上げが行われたことにより消費の落ち込

みが予想されるが、通年での改正税率の適用となるため、４.８％増の２億３,３０１万円を見込

んでいる。 

 

地方譲与税 ４億４,０６１万円【対前年度比1,457万円、３.２％減】 

地方譲与税は、前年度比３.２％減の４億４,０６１万円を見込んでいる。その内訳は、自動車

重量譲与税（前年度比１,４１５万円、４.３％減）の３億１,６２８万円、地方揮発油譲与税（前

年度比４２万円、０.３％減）の１億２,４３３万円である。 

 

地方消費税交付金等 ４億１,９４９万円【対前年度比2,579万円、6.6％増】 

利子割交付金については、前年度比３１.５％減の８０８万円、配当割交付金は、前年度比４.

７％増の３４１万円、株式等譲渡所得割交付金は、前年度比４１.０％増の２３３万円、地方消

費税交付金は、前年度比７.６％増の４億５６７万円をそれぞれ見込んでいる。 

 

自動車取得税交付金 １億１,９２７万円【対前年度比4,097万円、25.6％減】 

自動車取得税交付金は、エコカー補助金制度が平成２２年度上半期で終了したことから前年度

比２５.６％減の１億１,９２７万円を見込んでいる。 

 

地方特例交付金 ９,７４７万円【対前年度比４０８万円、４.４％増】 

地方特例交付金については、前年度比４.４％増の９,７４７万円を計上している。平成１８年 

度及び平成１９年度の児童手当の制度拡充並びに平成２２年度から創設された子ども手当に係

る地方負担の増加分を「児童手当及び子ども手当特例交付金」として交付されるとともに、子ど

も手当の３歳未満に対する上積み（地方公務員分）等に伴い増額される。また、住宅借入金等特

別税額控除による個人住民税の減収額、及び自動車取得税の減税に伴う自動車取得税交付金の減

収の一部を補てんするため、減収補てん特例交付金として措置される予定である。 

 

地方交付税 １５６億９,４０５万円【対前年度比6億2,935万円、4.2％増】 

地方財政計画における地方交付税は、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決めること

のできる活気に満ちた地域社会をつくる、いわゆる地域主権改革に沿った財源の充実を図るため、
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総額で１７兆３,７３４億円、前年度比４,７９９億円、２.８％の増となっている。 

また、地方が地域活性化・雇用・子育て施策等に継続して取り組む必要性を踏まえ、平成２２

年度の歳出の特別枠「地域活性化・雇用等臨時特例費」（９,８５０億円）に子育てに対する現

物給付（１,０００億円）等の子育て施策、住民生活に光をそそぐ事業、地球温暖化対策暫定事

業（１００億円）等を勘案した２,１５０億円を上乗せした歳出の特別枠「地域活性化・雇用等

対策費」（１兆２,０００億円）を新たに計上するとともに、「地域活性化・雇用等対策費」を

３年間継続することとなっている。なお、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は

前年度に比べ１兆６７７億円、４.３％減の２３兆５,３２７億円となっている。 

さらに、地方交付税の算定方法の簡素化・透明化の取組みの一環として、交付税総額における

特別交付税の割合（現行６％）を平成２３年度には５％、平成２４年度以降は４％へと段階的に

引き下げ、その部分を普通交付税に移行されることとなっている。 

 こうした地方財政計画に基づいた平成２３年度の本市の地方交付税では、前年度比６億２,９

３５万円、４.２％増の１５６億９,４０５万円（普通交付税１４３億１,２３０万円、特別交付

税１３億８,１７５万円）を見込んでいる。 

 なお、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は、前年度比１億７,８４０万円、

１.１％増の１６９億６,７７７万円を見込んでいる。 

 

<参 考> 実質的な地方交付税の推移（H17～H21は決算額、H22は当初予算額及び見込額、H23は当初予算額） 

年  度 普通交付税 特別交付税 
臨時財政 

対 策 債 

合  計 

(実質的な地方交付税) 

平成17年度 121億  73万円 17億3,005万円 9億8,910万円 148億1,988万円 

平成18年度 121億8,101万円 16億6,014万円 8億7,810万円 147億1,925万円 

平成19年度 128億1,215万円 15億3,214万円 7億9,671万円 151億4,100万円 

平成20年度 131億4,124万円 15億3,285万円 7億4,625万円 154億2,034万円 

平成21年度 134億3,792万円 16億1,231万円 11億5,817万円 162億  840万円 

平成22年度 

【当初予算】 

【136億1,960万円】 

143億1,169万円 

【14億4,510万円】 

18億円(未定) 

【17億2,467万円】 

15億1,082万円 

【167億8,937万円】 

176億2,251万円(未定) 

平成23年度 143億1,230万円 13億8,175万円 12億7,372万円 169億6,777万円 

 

分担金及び負担金 ３億６,６０８万円【対前年度比4,349万円、10.6％減】 

分担金及び負担金は、前年度比１０.６％減の３億６,６０８万円を見込んでいる。主な内訳は、 

保育所運営費保護者負担金等の児童福祉費負担金が２億７,６６０万円、老人保護措置費負担金

が５,７００万円となっている。 

 なお、主な減額要因は携帯電話等エリア整備事業負担金の皆減である。 

 

使用料及び手数料 ３億３,５５１万円【対前年度比2,811万円、9.1％増】 

使用料及び手数料は、前年度比９.１％増の３億３,５５１万円を見込んでいる。主な内訳は、 

公営住宅等の住宅使用料が１億５,５８６万円、一般廃棄物処理手数料が７,４２２万円、戸籍証

明等の総務手数料が２,８６８万円、斎場使用料が１,４３５万円、次いで携帯電話事業者からの

携帯電話等エリア整備事業使用料が１,４２０万円等となっている。 

 なお、主な増額要因は、雇用促進住宅の取得に伴う住宅使用料の増加である。 
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国庫支出金 ２６億８,２２３万円【対前年度比2億5,158万円、８.６％減】 

国庫支出金は、前年度比８.６％減の２６億８,２２３万円を見込んでいる。国庫負担金が１４ 

億２,４１３万円で、主な内訳は、子ども手当負担金が５億３,１２３万円、生活保護費負担金が

３億３,４９１万円、自立支援給付事業費負担金が３億１,２６３万円、次いで過年発生公共災害

復旧費負担金が１億２５万円となっている。国庫補助金は１２億３,９３７万円で、道路新設改

良、観光交流ターミナル、まちづくり事業等に対応する社会資本整備総合交付金が５億３,９８

５万円、庄原中学校改築事業に対応する公立文教施設整備費補助金が４億５,２２２万円、道整

備交付金が８,８７０万円、ＪＡ庄原が事業実施主体となって取組む西城町法京寺小水力発電所

導水路改修事業への農山漁村活性化プロジェクト支援交付金が５,８８５万円等となっている。 

 なお、主な減額要因は、テレビ難視聴解消事業に伴う辺地共聴施設整備事業補助金の大幅減、

バイオマス利用対策整備交付金の皆減である。 

  

県支出金 ３０億３,２４１万円【対前年度比2億7,051万円、８.２％減】 

県支出金は、前年度比８.２％減の３０億３,２４１万円を見込んでいる。県負担金が５億１, 

９８３万円で、主な内訳は、自立支援給付事業費負担金が１億５,６３２万円、後期高齢者医療

保険基盤安定負担金が１億３,４６７万円、次いで子ども手当負担金が６,８３５万円となってい

る。県補助金は２４億１,０５８万円で、主な内訳は、過年農地・農業用施設災害復旧事業補助

金が８億２,０１４万円、中山間地域等直接支払交付金が４億５,８８５万円、緊急雇用対策・雇

用創出基金事業補助金が１億７,７１６万円、鳥獣被害防止総合対策交付金が１億２,８００万円、

次いで、ひろしまの森づくり事業補助金が１億１,７１０万円となっている。県委託金は１億２

００万円で、主な内訳は、個人県民税徴収取扱委託金が５,５５５万円、県議会議員選挙に対す

る委託金が２,９００万円となっている。 

なお、主な減額要因は、携帯電話エリア整備事業に伴う情報通信格差是正事業補助金の皆減、

鶏糞発酵処理施設整備事業に伴う耕畜連携支援モデル事業補助金の皆減である。 

 

財産収入 ６,８１４万円【対前年度比７６万円、１.１％減】 

財産収入は、前年度比１.１％減の６,８１４万円を見込んでいる。主な内訳としては、土地建 

物貸付収入が１,８１３万円、分収林収益間伐売払収入が１,８００万円、次いで、基金運用等に

係る利子及び配当金が１,２８０万円となっている。 

 

寄附金 １,００１万円【対前年度比増減なし】  

寄附金においては、庄原市ふるさと応援寄附金を昨年同額の１,０００万円を見込んでいる。 

 

繰入金 １億５,７３５万円【対前年度比1億5,424万円、4,964.3％増】 

繰入金については、前年度比4,964.3％増の総額１億５,７３５万円を計上している。前年度は、 

普通交付税及び臨時財政対策債の増額の要因等により、合併後初めて財政調整基金からの繰入れ

を計上しなかったが、新年度では平成２２年発生豪雨災害の早期復旧への取組み等に伴い１億円

の繰入れを計上したところである。 

また、平成２２年度に「地域活性化・住民生活に光をそそぐ交付金」を活用し、新年度事業へ
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基金残高の推移
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充当するため地域振興基金に積立てた８２２万円の繰入を計上している他、庄原中学校改築事業

へ充当するための学校施設整備基金４,７００万円の繰入を計上している 
 

<参 考> 財政調整基金等取崩しの推移                （H22及びH23の決算は見込額）      【単位：億円】 

財政調整基金 減 債 基 金       地域振興基金 
そ の 他 

特定目的基金 
合  計 

 

当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 

平成17年度 4.9 3.2 0 0 0 0 2.2 1.7 7.1 4.9 

平成18年度 6.6 6.6 0 0 5.0 0 1.9 3.2 13.5 9.8 

平成19年度 2.7 0 0 0 0 0 3.4 6.7 6.1 6.7 

平成20年度 3.5 2.8 0.1 2.0 2.0 2.0 4.5 2.8 10.9 9.6 

平成21年度 2.0 2.0 0 0.9 1.8 0.6 1.2 1.5 5.0 5.0 

平成22年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

平成23年度 1.0 1.0 0 0 0.1 0.1 0.5 0.5 1.6 1.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単位：億円】 

 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22見込 H23見込 

財政調整基金 10.2 6.5 12.1 11.5 12.2 15.4 15.9 

減債基金 0.9 0.9 2.7 0.9 0.02 0.02 0.02 

地域振興基金 35.0 39.9 39.8 38.4 37.9 38.0 37.9 

その他特目基金 14.4 11.2 4.7 2.0 1.3 1.3 0.9 

土地開発基金 0.5 0.5 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 

合 計 61.0 59.0 60.0 53.5 52.1 55.4 55.4 

【単位：億円】 
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市債残高の推移
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【単位：億円】

市債 ４３億１,６４２万円【対前年度比4億6,115万円、12.0％増】 

市債については、財源不足への対処並びに長期総合計画の後期実施計画における必要性の高い 

分野への重点的な投資を行うための財源として、総額４３億１,６４２万円（前年比１２.０％増）

を計上しており、市債依存度は１３.３％となる。主な内訳は、道路新設改良、観光交流ターミ

ナル整備、保育所整備、医療対策、自治振興事業等にかかる辺地・過疎対策事業債が１４億５,

４２０万円、庄原中学校整備や市道・農道整備、街路整備等にかかる合併特例事業債が１３億２,

３４０万円、次いで、臨時財政対策債が１２億７,３７２万円となっている。 

なお、公債費負担適正化計画（平成２２年度見直し策定分）での発行枠は４１億８,２００万 

円であるが、平成２２年度計画計上分の「災害復旧事業債」を過年災害として新年度へ振替えた

７,５００万円、同じく「観光交流ターミナル整備事業（過疎債）」の振替分５,２２０万円に加

え、平成２４・２５年度計画分から前倒し計上した「スクールバス更新（辺地債）」の１,０２

０万円が含まれており、実質的には前記３事業の１億３,７４０万円を除き計画内での発行とな

る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

▲108.1 億円 
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【歳 出】 
 
議会費 ２億７,５６９万円【対前年度比６,５５６万円、３１.２％増】 

議員人件費は、地方議会議員年金制度の廃止に伴う経過措置として、給付に要する費用が公費

負担となったことによる負担金の増等により、前年度比６,５５６万円の増となっている。 

 

総務費 ３６億８,１７６万円【対前年度比１７億６,０３１万円、３２.３％減】 

企画費においては、「木質バイオマス活用プロジェクト」に基づく、ペレットストーブ・ペレ

ットボイラーの購入補助金、木質バイオマスエネルギー事業化推進会議負担金及び昨年度より操

業を開始した森のペレット工場管理運営事業の継続実施により、引き続き循環型社会構築の実現

に取り組むこととしている。また、７地域の個性や特性を発揮、連携しながら発展するクラスタ

ー型のまちづくり実現に向けた事業予算を計上するとともに、産学官連携による地域活性化策と

して、県立広島大学が有するシーズを活用し、地域課題解決・産業振興・地域活性化に係る研究

事業を支援する経費を継続計上している。この他、県の未来創造支援事業補助金を活用し、特徴

的な気象・地理条件を有する高野地域をモデル地域と位置づけ、「観光交流ターミナル整備」を

機に住民組織と行政が一体となり、農業と観光を基軸とした地域づくりを推進し、全国に誇れる

過疎地域再生モデルへ取り組む経費を計上している。 

自治振興費では、自治振興区活動の支援と活性化のため自治振興区振興交付金・特別振興交付

金、活動促進補助金、地域リーダー育成事業及び１２自治振興センターの指定管理委託料に係る

経費等を継続計上するとともに、新たに八鉾（西城）、小奴可（東城）、田森（東城）、久代（東

城）、新坂（東城）、上高（高野）、下高（高野）の７自治振興センターへ指定管理者制度を導入

し管理運営を各自治振興区へ委託する。また、新たに地域の見回りや、地域活動活性化のための

事業・行事の企画、地域課題の調査等を行なうことで、より安心して暮らすことができる地域づ

くりを推進する「地域マネージャー」を設置した自治振興区に対し地域マネージャー交付金を交

付する。   

庄原市のまちづくりの基本理念となる「庄原市まちづくり基本条例（仮称）」策定のため、委

員会開催経費など所要の経費を計上している。 

また、とうじょう自治総合センター建設に係る実施設計委託料及び東城文化会館・東城町老人

福祉センター解体撤去工事費を計上している。 

情報推進費では、財務会計システム等電算システムの運用支援経費や「ｅ－しょうばらネット」

運用経費に加え、新たに、住民基本台帳法改正に伴う外国人登録者へのサービスを提供するため

のシステム改修経費を計上している。また、継続事業としてテレビ難視聴解消事業にかかる経費

を計上し、平成23年７月の地上デジタル放送完全移行に対応することとしている。 

防犯関係経費として、新エネルギーの推進と施設維持管理経費の軽減を図るため、新たに防犯

灯のＬＥＤ化を進めることとし、事業実施する自治振興区等に設置費用の一部を助成する。 

市民生活費については、消費生活相談の相談窓口を週５日開設することとし、消費生活相談員

の人件費など必要経費を継続計上している。 

生活交通対策費は、自治振興区が主体となって移動手段の確保を行う市民タクシー事業補助な

ど生活交通路線確保に要する経費、地域生活バス等の運行経費など所要の経費を計上している。 
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また、西城地域廃止代替等バス運行車両及び口和地域予約乗合タクシー運行車両購入経費を計

上している。 

賦課徴収費においては、これまで同様、市税の滞納整理強化に努めるとともに、住民の納税等

に関する利便性の向上と納税手段の拡大を通じて収納率の向上を図るよう平成２１年度から導

入したコンビニ収納に関する経費など、賦課徴収に係る所要の経費を計上している。 

戸籍住民基本台帳費では、平成２４年７月より、中長期滞在・永住外国人に住民票を交付する

こととなるため電算システムの改修にかかる経費等を計上している。 

その他、県議会議員選挙・農業委員会委員選挙・土地改良区総代選挙が予定されており、各選

挙にかかる所要の経費を計上している。 

なお、主な減額要因は、携帯電話エリア整備事業及び木質バイオマス利活用プラント建設補助

の完了、テレビ難視聴解消事業の縮小によるものである。 

 

民生費 ７０億９,７８２万円【対前年度比１億３,６６５万円、１.９％減】 

社会福祉総務費では、民生委員児童委員の活動支援、社会福祉協議会の運営・活動支援、また、

地域資源の活用を前提にひとり暮らしの高齢者等が安心して生活できる仕組みを構築する安心

生活創造モデル事業、国民健康保険特別会計繰出金等に係る経費を計上している。 

老人福祉費では、「高齢者福祉計画・介護保険事業計画」（平成２１年度～平成２３年度）の施

策を推進するため、ひとり暮らし高齢者等巡回相談事業やデイホーム事業などによる高齢者等の

生活支援、在宅介護高齢者世帯に対する家族介護支援、また、シルバー人材センター運営支援、

老人クラブ活動助成など高齢者の活動促進のための経費等を計上するとともに、地域密着型サー

ビス施設の整備事業補助や施設等開設準備等支援補助金によりハード整備から開設準備・体制整

備までを一体的に支援することとしている。この他、次期計画（平成２４年度～平成２６年度）

策定にかかる経費を計上している。 

障害者福祉費は、障害者の福祉向上と自立の促進、また、誰もが安心して暮らすことのできる

地域社会の実現に向けた諸施策に要する経費を計上している。法令に基づく福祉サービスの提供

経費の他、新規事業として、障害者の作業（福祉的就労）意欲の促進を目的とした作業意欲促進

助成金、市内に整備された「福祉ホーム」の運営補助金、市長申立てによる成年後見制度の適用

支援経費を計上し、福祉タクシー券の交付事業では、年間６０枚を７２枚に拡充することとして

いる。 

その他の主な市単独事業として、県費補助対象外の福祉事業所が行う利用者の送迎費用や自家

用車等での通所交通費への助成、重度心身障害者在宅介護手当の支給を継続する。 

加えて、障害者相談支援員及び障害者支援アドバイザーを継続設置し、発達障害をはじめ、複

雑・多様化する障害者の個別相談に丁寧に対応するとともに、適切な支援・助言に努める。 

福祉医療対策については、引き続き、「重度心身障害者医療費助成」、「乳幼児等医療費助成」

及び「ひとり親家庭等医療費助成」の事業に取り組むこととしている。 

人権推進費については、引き続き「人権講演会」や「人権啓発セミナー」などを開催し、市民

の人権意識の高揚を図るため、人権啓発に積極的に取り組む。 

男女共同参画推進費では、男女が互いの人権を尊重しながら、能力と個性を十分に発揮できる

男女共同参画社会の形成に向けて市民の理解と意識改革を図るため、パネル展や講座の開催等の
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啓発事業を推進するとともに、策定から５年目を迎える庄原市男女共同参画プランの見直しを行

うこととしている。また、新たにＤＶ相談等を充実させるため、女性相談員の設置（週３日）に

かかる経費を計上している。 

児童福祉費では、保育サービスの充実、子育て支援事業の推進、放課後児童の健全育成及びフ

ァミリー・サポートを柱とした事業の推進にかかる経費を計上している。 

保育所整備においては、計画的な施設修繕、備品整備及び環境整備を図ることとし、併せて、

平成２２年度からの継続事業である庄原保育所移転改築事業の実施設計、造成工事費等を計上し

ている。また、平成２３年度より２ヵ年計画で、高野保育所（仮称）移転改築事業を実施する予

定であり、新年度は基本設計及び実施設計、解体工事費等を計上している。この他、敷信みのり

保育所の３歳未満児増加に対応するための乳児室増築事業、口和みどり園保育所では倉庫及びフ

ェンス等の老朽化に伴う改修事業、八幡保育所耐震補強事業、高保育所・山内保育所耐震診断業

務に要する経費を計上している。また、新年度より総領保育所へ指定管理者制度を導入するため

の必要経費を計上している。 

子育て支援事業においては、引き続き、育児相談や子育て家庭のつどいの場の提供、子育てサ

ークルの支援等、安心して子育てのできる事業を展開する他、新たに庄原市子育て支援施設（庄

原ひだまり広場）の増築を行う。また、発達支援や保護者への育児相談を充実させるとともに、

児童虐待防止を図るため、子育て支援センターへ保育士及び障害児支援員各２名を増員配置する

経費を計上している。さらに、県の安心こども基金を活用し、相談業務に必要な公用車の購入や

講演会を開催することとしている。放課後留守家庭児童に対しては、放課後児童クラブ（１７箇

所）を運営し、教育委員会との連携を図りながら児童の居場所づくり及び安全の確保、保護者が

安心して就労できる環境づくりを推進する。また、引き続き事業所内の託児所に対し運営補助金

を交付し、出産・育児に伴う若年層の離職抑制、福利厚生の充実を図るとともに、出産等に係る

経済的負担軽減のため、出産祝い金を交付することとしている。 

また、昨年度より創設された「子ども手当」の支給額については、国の予算案に基づき新年度

は３歳未満の子ども１人につき月額２万円、その他は昨年度同様月額１３,０００円で予算計上

している。 

なお、主な減額要因は、地域介護拠点整備補助金及び小奴可保育所移転改築補助金の完了によ

るものである。 

 

衛生費 ２３億６,８７９万円【対前年度比１億９,５８２万円、９.０％増】 

保健衛生総務費では、救急医療対策として休日・夜間の診療体制の確保、庄原赤十字病院西棟

増改築にかかる補助、各地域にある診療所の管理運営経費の計上に加え、既設光ケーブルを活用

し市内の病院・診療所及び岡山大学病院をネットワークで接続する医療連携体制が確立されるこ

とから、「地域医療連携ネットワーク」の運営にかかる経費を計上している。さらに、医療従事

者育成奨学金貸付事業により、本市の医療を支える人材を育成し、地域医療の確保及び充実を図

ることとしている他、医師会、庄原赤十字病院、庄原市の三者で構成する「庄原市の地域医療を

考える会」によって、本市の地域医療の確保・充実に向けて取り組むこととしている。 

生活習慣病対策費では、健康増進事業、健康診査事業、健康づくり事業に係る所要額を計上し

ている。健康診査事業では、女性特有のがん検診について、検診手帳と無料クーポン券を配布し
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検診の受診率の向上を図ることとしている。健康づくり事業では、平成１９年３月に策定した「庄

原市健康づくり計画」について、これまでの実施事業等の検証と新たに平成２４年度から平成２

８年度までの５カ年の計画を策定する。 

母子保健費では、「乳幼児健康診査事業」「妊婦一般健診事業」「新生児聴覚検査事業」「幼児こ

ころの発達相談事業」などを実施し、母親と乳幼児の健康の保持及び増進を図ることとしている。

また、新たに不妊治療に対する支援を実施する。 

予防費では、インフルエンザや日本脳炎等予防接種事業の実施と、麻しん・風しん排除計画に

基づく定期予防接種を実施し、市民の感染症予防に努める。また、子宮頸がん予防接種や小児用

肺炎球菌予防接種、ヒブ予防接種については、継続して実施する。 

環境衛生費では、国県制度に同調し太陽光発電システム等の省エネ機器の設置に対する補助金

を継続計上している。また、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき公共施設のエ

ネルギー使用量削減に向けた具体的措置に関わる中長期計画書等の作成に必要な経費を新たに

計上している。 

清掃費では、引き続き県の緊急雇用対策基金を活用し、不法投棄防止パトロールを実施する。

また、「リサイクルプラザ」をはじめ、ごみ・し尿の処理を行う一般廃棄物処理施設の管理運営

経費を計上した他、新年度より新たに「東城ＲＤＦ化施設」及び「東城し尿処理施設」の指定管

理者制度導入に要する経費を計上している。 

この他、水道事業への補助金、出資金として２億７５７万円を計上した他、飲料水確保事業と

して、２５基分の供給施設整備補助金を計上している。 

病院費では、西城市民病院の運営支援費２億３,１６１万円を計上している 

なお、主な増額要因は、庄原赤十字病院西棟増改築にかかる補助金の交付によるものである。 

 

農林水産業費 ２４億８,３９９万円【対前年度比４億４,０２３万円、１５.１％減】 

農業費では、「農業自立振興プロジェクト」に基づく、「営農指導員設置事業」「がんばる農業

支援事業」「繁殖用和牛共同飼育事業」「新規就農者支援事業」等に継続的に取り組むことにより

「農業による定住社会の復活」を目指し、農家所得の向上と地域農業の底上げを図ることとして

いる。また、同プロジェクトによる各種事業の実施・展開・充実を図るため、引続き㈱庄原市農

林振興公社へ「農産物販売業務」や「農作業受託業務」等を委託する他、県緊急雇用創出基金を

活用し、「八木店販売業務」及び「特用林産物製造業務」に係る委託経費を計上している。また、

平成２１年度より国の交付金を活用して整備中の小水力発電所整備補助事業や、新規就農者等へ

の地域振興作物推進のための施設整備等に対する補助事業を計上した他、第３期対策の２年目と

なる中山間地域等直接支払事業交付金、農業生産法人の育成・支援事業補助金及び飼料の高騰等

による酪農・養豚経営を支援するための「配合飼料利用支援事業補助金」等、畜産経営に対する

補助事業を引続き計上した他、新たな事業として平成２４年度に開催される全国共進会に向けて

の準備経費を計上している。 

林業費では、平成１９年度から始まり新年度が最終年度となる「ひろしまの森づくり事業」や

「森林整備加速化・林業再生事業」等により、間伐・林内路網整備等の促進を図ることとしてい

る。また、「地域木材住宅建築普及奨励金」を継続して、市木材の利用促進及び林業経営の振興

を図る他、新規事業として県の交付金を活用し、有害鳥獣被害防止対策に集落単位で取り組むた
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めの防除柵購入に対する補助金を計上している。 

林道及び治山事業費では、林道整備事業経費（２路線）、小規模崩壊地復旧事業経費（９地区）

及び幹線林道整備事業（高尾・小坂線）に伴う負担金を計上している。 

耕地費では、県営土地改良事業（溜池３箇所、農道１路線、ほ場整備２地区）の負担金、小規

模農業基盤整備事業経費（溜池、農道、土地改良区補助金）、ほ場整備事業経費（西城法京寺地

区）、基盤整備促進事業経費（農道１路線、団体営負担金）等を計上した他、新たに、県緊急雇

用対策基金を活用して道路台帳管理システムへ農道台帳データを登録作成するための委託経費

を計上している。 

農業集落排水費では、農業集落排水事業特別会計繰出金として、施設の維持管理等に必要とな

る経費を計上している。 

なお、主な減額要因は、耕畜連携支援モデル事業補助金、水稲育苗施設整備事業補助金の終了

によるものである。 

 

商工費 ９億５,５０２万円【対前年度比５,２７１万円、５.８％増】 

商工振興費では、商工業の振興を図るため、これまで同様に商工会議所及び商工会運営費・事

業費への助成を計上している。さらに、引き続き県雇用創出基金を活用し、市内企業が取り組む

オンリーワン的分野の事業拡大に対して、新たな雇用を支援する「庄原ものづくり等チャレンジ

事業」を計上した他、中心市街地の賑わいと活力の再生として、店舗の家賃補助、改修経費及び

賑わい創出につながるイベント実施費用を助成する「まちなか活性化補助金」を継続する。この

他新たに、まちなか活性化補助金の対象地域以外で日常生活用品を提供している最寄買い店舗が

改装する場合の補助事業経費を計上している。また、交流サロンラッキー、楽笑座、三楽荘の管

理運営等に要する経費に加え、平成２３年度より東城まちなみ整備事業に着手し、新年度は東城

駅前ポケットパーク整備等に要する経費を計上している。 

観光交流費では、「観光振興プロジェクト」に基づき、観光による地域再生プログラム構築の

中心的組織となるべく、「庄原市観光公社設立準備業務」に県雇用創出基金を活用し、引き続き

取り組む他、「庄原さとやま博」「さとやまバスツアー１００プロジェクト」「広域観光事業」

「まちなか花会議」等を実施するための所要経費を計上している。また、「庄原さとやま博」に

併せて「さとやま」をテーマにした全国的な写真コンテスト開催に要する経費について、引き続

き県緊急雇用対策基金を活用することにより計上している。この他、庄原地域の「クラスターの

まち実現プロジェクト」として展開を図る「まちは公園リーディング事業」を充実させるための

オープンガーデンコンテスト等を支援することとしている。さらに、平成２２年度より実施中の

観光案内施設への誘導板設置事業経費を計上している。また、各観光交流施設の維持管理に要す

る経費及び計画的な施設修繕、備品整備ならびに環境整備に要する経費を計上し、観光振興及び

交流促進の拡大を図ることとしている。この他、各地域で実施する観光交流イベントへの支援経

費を計上し、庄原市内の観光資源を活かした連携強化に努める。新規事業としては、平成２２年

度に実施された韓国ドラマのロケ地マップを作成する他、広告宣伝効果の高い事業として高野町

出身の人気漫画家「瀬尾公治さん」のアニメーションＤＶＤに庄原市ＰＲ用の映像を挿入する経

費を計上している。 

企業立地対策費では、厳しい経済情勢の中、市営工業団地への積極的な企業誘致活動を行うた
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め、企業戸別訪問旅費、全国へのＰＲを図るため新聞広告料等を計上している。さらに、企業誘

致成功報酬制度の継続により、分譲用地の早期完売と雇用の拡大を目指す。この他、新規事業と

して団地入口に案内看板設置経費を計上している。 

定住促進費では、Ｕ・Ｉターンの促進、定住人口の増加を図るための「定住促進プロジェクト」

に基づき、起業支援事業補助金、空家活用改修費補助金、庄原市出身者と庄原市を結ぶ、ふるさ

と応援団（エール庄原負担金）事業及び男女の出会いサポート事業を継続し充実させる他、若者

の経済的支援及び定住促進を目的に創設した「新婚世帯家賃支援補助金」を継続することとして

いる。 

なお、主な増額要因は、中小企業融資預託金の増額、観光案内情報板設置事業の拡大、東城駅

前ポケットパーク整備事業等の着手によるものである。 

 

土木費 ３２億９,８８５万円【対前年度比６億７６９万円、２２.６％増】 

土木管理費では、平成２２年度からの継続事業である新市における統一的な道路管理を行うた

め道路台帳及び調書を統合し、電子化するための業務委託費を計上した他、この事業に伴い県緊

急雇用対策基金を活用して道路照明及び防犯灯データ等の登録作成に要する委託経費を計上し

ている。 

道路橋梁費においては、長期総合計画の実施計画に基づき、引き続き計画的な事業推進に取り

組むこととし、道路維持修繕事業では、県雇用対策基金を活用して市道環境整備事業を継続し実

施するとともに草刈作業交付金の単価を７円から１０円に増額計上している。災害防除事業では、

法面改良を４路線、橋梁維持事業では、継続事業として橋梁の長寿命化修繕計画策定及び点検業

務に要する経費を計上している。道路新設改良事業では、継続１７路線、新規９路線の新設改良

費を計上している。高速道路等建設推進事業では、中国横断自動車道尾道松江線の供用開始に向

け高野観光交流ターミナル整備事業（道の駅）の造成工事に着手する。道整備交付金事業では、

継続８路線、新規１路線、また、社会資本整備総合交付金事業では、継続５路線、新規１路線の

新設改良経費をそれぞれ計上している。この他、河川維持事業では平成２２年度の豪雨災害によ

り被災し、査定において補助対象外となった復旧箇所の事業費を計上している。 

都市計画費においては、まちづくり交付金事業により継続して取り組む、市街地における賑わ

いの創出と基盤整備を図るための「まちなか広場」、「新道裏線」及び「市街地案内板（サイン）

設置」の各事業が完了する予定である。都市再生整備事業では、新たに東城地域市街地の市道２

路線の測量設計に着手することとしている。また、街路事業では、継続路線として県施工の「都

市計画道路 高小路線」の改良負担金、用地事務経費及び「西城大戸線２期」「西城三野原線」の

改良経費を計上している。さらに、庄原駅周辺の土地区画整理事業では、平成２２年度に引き続

き測量調査費等を計上している。この他、公共下水道事業に対する特別会計への繰出金を計上し

ている。 

住宅費では、公共下水道への接続事業として庄原地区１団地６９戸、東城地区１団地１４戸を

それぞれ予定している。また、平成２２年度より創設した住宅改修に要する経費の一部を助成す

る「小規模建築等事業者支援事業補助金」を１００件分に増額計上した他、「建築物吹付けアス

ベスト除去工事等補助金」及び「木造住宅耐震診断及び耐震改修工事費補助金」をそれぞれ継続

することとしている。新規事業としては、雇用促進住宅の庄原宿舎２棟８０戸、 東城宿舎２棟 
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８０戸の取得及び管理に要する経費を計上している。 

 なお、主な増額要因は、観光交流ターミナルのハード事業着手、道路維持事業の拡大（昨年度

きめ細かな臨時交付金対応分）、下水道接続事業及び雇用促進住宅の取得等に伴う住宅費の増加

によるものである。 

 

消防費 １１億９０８万円【対前年度比１,７９８万円、１.６％増】 

常備消防費では、備北地区消防組合への負担金として、東城署サイレン塔塗装事業・駐車場舗

装事業や庄原署高野出張所下水道接続事業に伴う経費を新規計上している。非常備消防費では、

消防団活動に要する必要経費を計上した他、消防後援会活動補助金を継続し計上している。 

消防施設費においては、消防施設の充実・整備を図るため、新年度は、防火水槽を西城地区（１

基）、東城地区（２基）及び高野地区（１基）へ設置し、消火栓を庄原地区（５基）、西城地区（１

基）及び東城地区（２基）へ設置する。また、小型動力ポンプを東城地区（３台）、小型動力ポ

ンプ付軽積載車を西城地区（２台）、東城地区（３台）及び総領地区（１台）、小型動力ポンプ付

積載車を高野地区（１台）へ導入することとしている。さらに、県緊急雇用対策基金を活用し、

設置された防火水槽・消火栓について道路台帳と併せて、電子化することとしている。 

防災費では、広島県総合行政通信網維持管理費等所要の防災対策経費に加え、新たに市域内の

気象状況を２４時間・３６５日専門的かつ専属で監視することにより降雨量を予測し、迅速かつ

的確な水防体制をとるためのコンサルティングと助言を受けることとしている。 

 なお、主な増額要因は、防火水槽や消火栓、小型動力ポンプ付積載車など消防施設費の増額に

よるものである。 

 

教育費 ３３億７,３７３万円【対前年度比１１億４,６６７万円、５１.５％増】 

学校管理費は、市内全小中学校を対象に、学校施設・設備環境の向上を目的に、屋外体育用砂

場の整備、外線電話機器の更新、屋内外放送機器の購入や車止めの設置費を計上している。さら

に、学校環境の整備として、平成２２年度に続き、「ひろしまの森づくり事業」を活用し、市内

から産出される間伐材を利用し、市内４中学校の生徒用の机・椅子の天板等を改修するため、所

要の経費を計上している。これにより、市内全小中学校の普通教室分の新ＪＩＳ規格への対応が

完了する見込み。また、庄原中学校の改築事業に伴い、生徒の体育授業・クラブ活動に係るバス

運行経費・施設借上料や備品・書類等の移転業務委託等にかかる経費を計上している。 

次に、学校整備費は、庄原中学校改築事業にかかる校舎棟Ⅱ期分の工事費及び特別教室棟の工

事費等を計上している。また、東城小学校校舎改築事業にかかる基本設計業務委託料や庄原小学

校校舎・屋内運動場にかかる耐力度調査業務委託料を計上している。 

奨学金事業費では、高等学校、大学、短大及び専修学校等で修学する生徒・学生に対する貸付

及び高等学校等で修学する生徒に対する支給の金額を計上している。 

教育振興費は、市独自の一斉学力調査を実施し、児童・生徒の思考力・表現力の育成の成果を

検証し、授業改善を図る。また、特別支援教育支援員の配置、及び専門家による巡回相談事業を

実施し、障害をもつ児童生徒の学習状況や生活状況に即した指導の充実を図っていく。中学生の

社会性の育成と生徒自らの進路に対する主体性の確立を目的としたキャリア教育に取り組むな

ど、教育活動の充実を図る経費を計上している。さらに、小学校で平成２３年度から平成２６年
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度まで使用する教科用図書にかかる教師用指導書の購入の経費を新たに計上している。 

社会教育費では、平成２３年度から新たにセンター化する７自治振興センターを加えた１９自

治振興センターにおいて、生涯学習委託事業を継続実施し、公民館においては自主運営事業とし

て生涯学習の推進を図ることとしている。その他、「放課後児童クラブ」の補完を行う「放課後

子ども教室」にかかる経費を計上している。また、自治・自立の理念に基づく地域の底力「地域

力」を醸成するための生涯学習推進事業（地域力醸成事業）を実施する。 

また、人権教育の推進については、市民の人権意識の高揚と人権教育の推進を図るため、各地

域に人権教育推進委員を委嘱し、公民館・自治振興センターを中心に学習会や講演会等を開催す

ることとしている。 

文化財保護については、重要無形民俗文化財である「比婆荒神神楽」の現地公開事業補助金や

県天然記念物「小奴可の要害桜」支柱設置事業補助金等、各種文化財保護に係る事業や、文化財

の活用・啓発に係る経費を計上している。また、埋蔵文化財調査関係では、佐田峠遺跡発掘調査

にかかる経費やほ場整備事業に伴う発掘調査後の整理作業及び調査報告書の作成に係る経費を

計上している。 

 文化振興については、けんみん文化祭実行委員会に係る負担金や市内文化団体の支援など文化

の振興に取り組むこととしている。 

文化施設及び博物館・資料館については、市民の文化意識の向上と地域資源としての活用を図

るとともに、管理運営に係る経費を引き続き計上している。また、比和自然科学博物館地学分館

にかかる展示工事費を計上している。 

保健体育費では、生涯スポーツの振興について、市民スポーツ活動の普及とスポーツ人口の拡

大を図るため、スポーツ少年団等の団体育成やスポーツフェスティバル等の各種大会の開催支援

に加え、レベルアップスポーツ教室や西城温水プールにおいて水夢フェスティバルなどを開催し、

より多くの市民に、継続的にスポーツに親しむ環境を提供することとしている。また、社会体育

施設については、各施設の管理・運営にかかる経費を計上している。 

学校給食費については、西城地域、口和地域の給食調理業務を委託することとし必要経費を計

上している。 

 なお、主な増額要因は、庄原中学校改築事業費関連の増額によるものである。 

 

災害復旧費 １１億９,０５５万円【対前年度比１１億２,０００万円、１,５８７.７％増】 

災害復旧費については、平成２２年度発生豪雨災害を教訓として、現年災害復旧事業で万が一

に備え迅速な事業執行が図れるよう委託料等を増額計上している。 

また、過年農地災害復旧事業及び過年農業用施設災害復旧事業については、平成２２年度発生

災害のうち、面的かつ広範囲にわたり被災し、公共災害等他事業との関連がある地域に係る復旧

事業費を計上している。さらに、過年公共災害復旧事業では、市道高川北線の復旧について、被

災箇所と新設改良を合併施工することによる復旧事業費を計上している。この他、過年単独農地

災害復旧事業では、災害査定において補助対象外とされた機械器具等農地流入堆積物除去と農地

に流入した大量の土砂の処分場造成に要する経費をそれぞれ計上している。これら各事業の実施

により一日も早い復旧に努める。 
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公債費 ６５億７,２６０万円【対前年度比６,２３０万円、０.９％減】 

公債費については、公債費負担適正化計画による市債の計画的発行に努めてきたことにより、

前年度に対し、６,２３０万円の減額計上としている。 

なお、平成２３年度末の一般会計における市債の現在高見込額は４４９億６,５０１万円となり、

平成２２年度末より１６億２９８万円（３.４％）減となる見込みである。 



 20 

第５ 特 別 会 計 の 概 要           
１ 住宅資金特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ９,２１６ １０,４００ ▲１,１８４ ▲１１.４ 

２）予算概要 

  住宅資金貸付けに係る地方債の元利償還金と貸付金の徴収経費を計上している。公債費が前

年度比１２７万円、１３.５％減の８１６万円となり、予算額は全体で１１.４％の減額となる。 

  歳入では、貸付金元利収入を８２２万円計上している。 

 

２ 歯科診療所特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ３１,９３２ ３１,１９１ ７４１ ２.４ 

２）予算概要 

  総領歯科診療所の運営に係る経費を計上している。 

  歳出では、診療報酬委託料、光熱水費、備品購入費及び公債費等を計上している。なお、元

利 償 還 金 の 支払 い が 平成２３年度で完了となる。 

  歳入においては、外来収入を前年度より８９万円増額し、２,８５６万円を計上している。 

 

３ 国民健康保険特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ４,６７６,０１２ ４,４０７,００６ ２６９,００６ ６.１ 

２）予算概要 

  歳出では、被保険者における高齢者割合の増加、疾病構造の変化及び医療の高度化の進展な

どにより、保険給付費は全体で２億１,３３４万円の大幅増を見込んでいる。中でも退職被保

険者にかかる保険給付費については、高額療養費等の急激な増加により、前年度と比べて１億

２,５９２万円の増加となっている。また、後期高齢者支援金及び介護納付金についても、高

齢者の増加と一人当たりの医療費及び介護給付費の増加により、合わせて７,６６２万円の大

幅増となっている。 

  歳入では、被保険者総数の減少と景気の低迷により、国民健康保険税の調定額は減少を見込

んでいる。前期高齢者に係る医療費に対する財政調整制度である前期高齢者交付金は、平成２

１年度のマイナス精算分１億７,６８０万円を相殺したが、差し引き６,４０５万円の増額の見

込みとなった。広島県特別調整交付金に新たに追加された、収納率や特定健診実施率に応じて

交付されるメニューの効果的な活用を見込むことにより、県支出金は４,２５０万円の増加と

なっている。 

歳入不足は前年度より増加となり、財政調整基金から２億６,７２１万円の繰入を計上した

予算となっているが、国民健康保険税率の改正により自主財源の確保に努める予定としている。 
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４ 国民健康保険特別会計（直診勘定） 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 １０８,６７０ １０３,５９８ ５,０７２ ４.９ 

２）予算概要 

国民健康保険総領診療所の運営に係る経費を計上している。総務費では職員４名分の人件費、

派遣医師負担金、診療所一般管理経費等を計上している。医業費では医薬材料費、医療用消耗

品等を計上している。 

歳入では、診療収入９,５９５万円、事業勘定繰入金１,０４５万円を見込んでいる。 

歳出では、公債費を６５６万円計上しているが、平成２３年度で償還は完了する。 
 

５ 後期高齢者医療特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ５９７,１４８ ６８３,０４３ ▲８５,８９５ ▲１２.６ 

２）予算概要 

  「後期高齢者医療制度」は、平成２０年４月よりすべての７５歳以上の方を対象に創設され

３年が経過した。制度開始直後に見直された保険料徴収の選択性や、低所得者の保険料の軽減

対策等については現在も継続されており、制度内容についても定着してきている。 

歳出では、広域連合への派遣職員を含む２名分の職員人件費１,３２４万円を計上し、その

他、一般事務経費を３５１万円、保険料徴収にかかる事務経費１５３万円等を計上している。

後期高齢者広域連合への納付金５億７,８３５万円は、徴収した保険料、保険基盤安定繰出金、

広域連合への事務費負担金がその内容となっている。 

歳入では、保険料として特別徴収保険料３億２４３万円、普通徴収保険料７,７５６万円を

見込んでいる。一般会計からの繰入金は、職員給与費等繰入金を７６８万円、事務費等繰入金

２,３８５万円、保険基盤安定繰入金を１億７,９５５万円、合計２億１,１０８万円を見込ん

でいる。諸収入では、広域連合からの派遣職員の人件費負担金５５６万円を計上している。 

 

６ 介護保険特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ５,６２７,７４４ ５,１８４,８１７ ４４２,９２７ ８.５ 

２）予算概要 

  今年度の予算規模は前年度比８.５％、４億４,２９３万円の増の５６億２,７７４万円とな

っている。増加の主な要因としては、平成２３年４月より地域密着型介護サービス施設、４施

設が開所する見込みであり、それに伴う給付費の増額を１億８,８３４万円見込んでいる。そ

の他、要介護認定者数が推計より伸びていることや重度化が進んでいることにより、各種サー

ビスの利用が増大している。そのため、前年度比、居宅介護サービス給付費８,８８１万円の

増、施設介護サービス給付費９,４６４万円の増を見込んでいる。 
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また、地域支援事業費は、介護予防事業の特定高齢者施策や、任意事業のうち食の自立支援

事業の増加等により、前年度比１,１７０万円の増を見込んでいる。 

歳入のうち、介護保険料は、６５歳以上の高齢者人口の減少に伴い前年度比１,００３万円

の減を見込んでいる。一方、一般会計繰入金は介護保険電算システムの更新、介護保険制度改

正に伴うシステム変更等があり事務費繰入金が３,３５０万円と大幅に増額している。 

また、介護給付費の増加に伴い国県支出金、社会保険支払基金交付金等も増加を見込んでい

るが、それでも財源が不足するため、介護給付費準備基金から前年度比７,４００万円増の１

億４００万円を繰り入れ財源不足に対応している。 

なお、平成２１年度に介護報酬を引上げたことに伴う介護保険料の上昇分を軽減するために、

今年度も介護従事者処遇改善臨時特例基金から１,０３６万円を繰入れている。 

 

７ 介護保険サービス事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ４４,２１６ ４６,１５５ ▲１,９３９ ▲４.２ 

２）予算概要 

市内７カ所に設置した地域包括支援センターにおける「介護予防給付」のケアプラン作成（指

定介護予防支援）事業にかかる予算を計上している。 

歳入では、介護予防サービス計画費収入を４,２５５万円見込み、一般会計繰入金を１６６

万円計上している。 

 

８ 公共下水道事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 １,１７０,１７７ １,１６７,７３２ ２,４４５ ０.２ 

２）予算概要 

東城処理区では、駅前・川西地区等において管渠築造工事（Ｌ＝８３２ｍ）の実施を計画し

ている。特定環境保全公共下水道事業については、庄原処理区で是松町・板橋町・本町等の地

区で、引き続き管渠築造工事（Ｌ＝５,４０８ｍ）の実施を計画している。また、平成２０年

度から着手している「庄原市下水道事業効率化計画」に基づき、庄原・東城下水道事業認可の

変更設計を行う予定である。 

 歳入では、使用料を２億９,１６２万円見込み、一般会計繰入金は、４億４１３万円を計上

している。 

 

９ 農業集落排水事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ３５３,０４９ ５４０,０２３ ▲１８６,９７４ ▲３４.６ 
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２）予算概要 

平成１８年度から着手している湯川地区において、管渠築造工事（Ｌ＝８２ｍ）等の実施と

処理施設の供用開始を計画している。 

歳入では、使用料を、庄原地域・西城地域、高野地域分の８,０６３万円を見込んでいる。

一般会計繰入金は、２億５,６９６万円を計上している。 

 

10 浄化槽整備事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 １９５,０１４ ２０６,４０１ ▲１１,３８７ ▲５.５ 

２）予算概要 

公共下水道認可区域外及び農業集落排水事業採択区域外における、公共用水域の水質保全と

住みよい生活環境の整備に向けて、庄原市が事業主体となり、市内全域で７９基の市町村設置

型浄化槽の整備を予定している。引き続き平成２３年度も既設の個人管理浄化槽について、一

定の条件のもと、市への帰属管理を受ける予定である。 

 歳入では、分担金を３,２７０万円、使用料を３,６９３万円見込んでいる。一般会計繰入金

は、４,３１５万円を計上している。 

 

11 簡易水道事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ５０５,３２８ ４５０,１３２ ５５,１９６ １２.３ 

２）予算概要 

 歳出では、施設管理事業について、市内９の簡易水道施設の維持管理経費等を計上し、安全

かつ安定的な飲料水の確保に努める。また、簡易水道施設の資産台帳を作成するために、固定

資産調査を行う経費を計上している。 

 施設整備事業は、東城久代東簡易水道と東城上水道の連絡管整備及び東城帝釈簡易水道の浄

水施設整備を行う東城地区統合整備事業費１億１,０６２万円の他、高野簡易水道のクリプト

スポリジウム対策施設整備の基本設計及び変更認可に係る経費と県道等道路改良に伴う配水

管の支障移転に係る経費を計上している。 

 歳入では、使用料を１億３,５５８万円、一般会計繰入金を２億４,６７５万円見込んでいる

ほか、東城地区統合整備事業に係る国庫補助金４,０００万円及び市債６,０００万円を計上し

ている。 

 

 

12 工業団地造成事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ４５,２３２ ４５,２２０ １２ ０.０ 
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２）予算概要 

本年度の分譲については、３,０００㎡の売却を見込んでおり、不動産売払収入３,９９０万

円を元金償還に充当する計画としている。 

 歳出では分譲地の測量業務委託料及び公債費を計上している。 

なお、一般会計繰入金は、５２８万円を見込んでいる。 

 

13 宅地造成事業特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 ２,４１１ ４,６４７ ▲２,２３６ ▲４８.１ 

２）予算概要 

住宅用地として７区画分を整備し、現在３区画が分譲済みである。平成２３年度では、残区

画の分譲を見込んでおり、財産売払収入２４１万円を公債費等に充てる計画としている。 

 

※ 老人保健特別会計 

１）予算規模                           （単位：千円,％） 

区 分 平成２３年度 平成２２年度 増減額 増減率 

予算額 － １,０９７ ▲１,０９７   皆減 

２）予算概要 

平成２２年度末廃止。 

 


